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しかし、平成 14 年調査（2001 年度実績を調査）以降、サービス業のカバレッジがかな

























ビス産業と製造業との違いに留意しつつ解釈を行う。第５節では、2001 ～ 2004 年の間の






えない。サービス業の中には生産性の水準が高い企業が多数存在し、サービス業の企*5 代表的なサーベイは Bartelsman and Doms[2000].
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・サービス業の労働生産性及び TFP の「水準」は、 （比較的狭く定義された業種内でも）
製造業に比べて企業間格差（ばらつき）が大きく、特に TFP で顕著である。
・TFP の企業間格差の大きな部分は「産業内格差」 －同一の細分類業種内での企業間




























Haskel and Martin[2002]は、英国製造業の工場レベルのパネルデータ（1980 ～ 2000 年）
を使用し、生産性（労働生産性、TFP）の企業間格差（productivity spread）を分析してい
る。分析の結果、生産性格差は（特に労働生産性で）大きいこと、競争（輸入浸透度、参
入障壁の低さ、上位集中度の低さ）は TFP 格差を小さくすること、1990 年代に生産性の
序列変動が激しくなっていること、仮に低生産性の工場の生産性を中位水準まで引き上げ
るとすれば製造業全体の労働生産性は 8 ～ 10 ％高まりうること、しかし、生産性（水準）
の格差自体は生産性上昇に有害とは必ずしも言えないことが指摘されている。
























































分の寄与が明らかにされている（Baily et al.[1992], Griliches and Regev[1995], Foster et al.
[2001],A we ta l . [2001], Disney et al.[2003]等） 。
我が国製造業に関しては、例えば Fukao and Kwon[2006]が、業種別に包括的な分析を




















入・退出の労働生産性への寄与を計測した Matsuura and Motohashi[2005]は、参入・退出と
生産性の高い事業所への雇用再配分が小売業全体の生産性上昇に寄与していることを示し
ている。
Nishimura et al.[2005]は、 「企業活動基本調査」の 1994 ～ 1998 年のパネルデータを使用
















本稿で使用したデータは、 経済産業省 「企業活動基本調査」 の平成 14 年調査から平成 17
年調査までの４年間のマイクロデータである（対象となる年度計数は 2001 年度から 2004
年度） 。 「企業活動基本調査」は平成 4 年に開始された指定統計調査であり、当初は鉱業、
製造業、卸売業、小売業を行う企業（ 「本業」が他業種であっても、これら４業種を行っ
ていれば調査対象）が対象だったが、次第に対象が拡大され、平成 10 年調査から飲食店*8 細かい点だが、サービス業のうちボーリング場（産業分類 846） 、商品検査業（同 902） 、計量証明業
（同 903）の３業種は 2003 年調査から対象として追加されている。本稿の分析ではこれら新規追加業種
による影響を避けるため、原則として 2003 年、2004 年のデータのうちこれら３業種に格付けされたごく





から平成 17 年調査（以下、2001 年から 2004 年と記述）のデータを使用した。サンプル
数は 2001 年 28,151 社、2002 年 27,545 社、2003 年 26,634 社、2004 年 28,340 社である。
永久企業番号を使用して４年間のデータを企業レベルで接続し、企業レベルでの非バラ
ンス・パネルを作成した。この結果、サンプル企業数は総計 35,010 社である。 「企業活動
















2004 年を例にとると、 「企業活動基本調査」対象企業の売上高合計は約 650 兆円で、 「法
人企業統計」の売上高合計（約 1,420 兆円）の約 46 ％を占めており、経済的には日本の
産業部門の半分弱をカバーしている。上述のような調査設計上の特徴のため、製造業約 69
％（約 281 兆円／約 410 兆円） 、卸売業約 54 ％（約 204 兆円／約 378 兆円） 、小売業約 45
％（約 71 兆円／約 157 兆円）となっており、サービス業は約 36 ％（約 55 兆円／約 153






















勤労統計」によると、事業所規模 30 人以上のパートタイム労働者比率は 2001 年の 17.7
％から 2004 年には 21.4 ％へと上昇している。特に卸売・小売業では 33.0 ％から 44.1 ％
へと大幅に上昇している。また、産業によってパートタイム比率の水準には大きな違いが
あり、2004 年に製造業では 9.8 ％に過ぎないが、卸売・小売業では上記の通り 44.1 ％、
飲食店・宿泊業では 60.9 ％、サービス業でも 27.6 ％となっている。本稿のサンプル企業
を対象にパートタイム労働者比率を計算してみると、2004 年において全産業で 23.4 ％、
製造業では 7.6 ％に過ぎないが、小売業では 54.5 ％、サービス業では 35.7 ％となってい












なお、 「企業活動基本調査」には常時従業者数の外数として「臨時・日雇い」 、 「派遣労
働者」の数字が存在する。しかし、これら労働者の労働時間のデータはなく、また、本稿
のサンプルにおいて「臨時・日雇い」と「派遣労働者」の常時従業者に対する比率は全産
業で 1.9 ％、小売業で 2.8 ％、サービス業で 3.2 ％（いずれも 2004 年）と少ないため、労*10 「企業活動基本調査」の有形固定資産総額は、機械装置だけでなく土地、建物等を含む。
*11 推計期間は 1990 年第 4 四半期～ 2007 年第 2 四半期。プールデータによる推計結果によれば、日銀
短観の設備過不足感 DI が 1 ポイント低下する（設備過剰感が低下する）と設備稼働率指数は 0.27 ポイ
ント強上昇するという関係である。
















2000 年を 100 とした「指数」であって、実稼働率ではない。基準年における指数は全て



































わち、Y を付加価値、Xi をインプット（資本 K 及び労働 L） 、si を各インプットのコスト
シェア、アッパーラインを「代表的企業」のそれとすると、各企業（e）の基準年（本稿
では 2001 年）の TFP は、
lnTFPe0 = (lnYe0 － lnY0)－Σ i(1/2)(sie0+s i0)(lnXie0 － lnXi0)
比較年（t 年：本稿では 2004 年）の TFP は、
lnTFPet = (lnYet － lnYt) + (lnYt－ lnY0)





準年（2001 年）の LP は、
lnLPe0 = (lnYe0 － lnY0)－(lnLe0 － lnL0)
比較年（t 年：本稿では 2004 年）の LP は、










実質化することが適当だが、ある時点での生産性「水準」の企業間や産業間での比較には*14 この点について、Baumol and Wolff[1984]が明快に論じている。

















































企業間でのばらつきの度合い（企業間格差） 、2001 年と 2004 年の生産性分布の違いを観
察する。ただし、対数分散は異常値に対してセンシティブなため、対数生産性の 90 パー

























Var pit =V (sit, σ it
2,p it) = Σ isit*σ
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*21 中島[2001]参照。例外として、Bernard and Jones[1996]は、OECD 主要国の産業レベルの TFP の
「水準」と「伸び」を集計レベルのデータを用いて比較的シンプルな方法で計測している。その結果、TFP
の「水準」が産業によって大きく異なり、製造業や建設業の TFP がサービス業や公益事業の TFP に比べ
て高いと論じている。また、Baily and Solow[2001]は、主要先進国の労働生産性及び TFP の水準につい



















「企業活動基本調査」の業種細分類は約 140 業種に分かれており、うち製造業 57 業種、
残りが非製造業である。分析の性格上、大分類産業に含まれる細分類業種があまりに少な


























































労働生産性及び TFP の「水準」 （2004 年）を比較した結果を示したのが図 1、図 2 であ





本稿のサンプルに限って言えば、サービス業の生産性「水準」は製造業に比べて必ずしも*28 繰り返しになるが、本稿のサンプルは従業員 50 人以上の企業であり、また、例えば環境衛生業専
業の企業は含んでいない。
*29 ここでの数字は生産性（対数）の 2001 年と 2004 年の差であり、３年間の変化である。























の製造業全体の生産性上昇率への寄与が大きい。2001 ～ 2004 年の間のサービス業企業の
TFP 上昇率を売上高規模別に計算したところ、①売上高 10 億円未満＋ 0.067、② 10 億円
以上 100 億円未満＋ 0.015、③ 100 億円以上 1000 億円未満＋ 0.015、④ 1000 億円以上▲
0.078 となっており、比較的規模の小さい企業の TFP 上昇率が高いのに対して、大規模な




2004 年における生産性の企業間格差を産業大分類別に計算した結果が図 5、図 6 である
（詳細は付表 2 参照） 。これらはいずれもある時点の生産性「水準」の比較なので、名目
労働生産性、名目 TFP である。図 5 は対数分散、図 6 は当該産業の生産性 90 パーセンタ
イル値（P90）と 10 パーセンタイル値（P10）の差である。これらを見ると、 （狭義）サ
ービス業の TFP のばらつきが製造業に比べてずっと大きいことが確認できる。他方、小
売業の生産性の分布は製造業に比べて大きいとは言えない。図 7 は、業種細分類で TFP
の P90 － P10 格差を例示したものである。業種によって違いはあるが、情報処理・提供
サービス業、インターネット付随サービス業、フィットネスクラブ、冠婚葬祭業といった
細かく定義された業種レベルでも TFP の企業間格差が大きいことが確認できる。*31 業種細分類別に見ると、132 業種中、労働生産性は 101 業種（76.5%） 、TFP は 94 業種（71.2 ％）で
生産性格差が拡大している。生産性格差が拡大している業種の割合は製造業ではそれぞれ 84.2 ％、75.4
％、非製造業では 70.7 ％、68.0 ％であり、いずれでも格差が拡大している業種が多い。
*32 サンプル企業は「従業者数 50 人以上」であり、製造業とサービス業とでこの裾切りの持つ意味が
異なる－製造業としては比較的規模の小さい企業を多くカバーしている－可能性がある（この点は市村
英彦教授の示唆に負う） 。例えば、中小企業基本法の定義では製造業は常時従業者数 300 人以下が「中小
企業」であり、卸売業及びサービス業は 100 人以下、小売業は 50 人以下となっている。このため、製造
業は 300 人以下、サービス業は 100 人以下のサンプルを落として同様のグラフを描くとサービス業の分
布が製造業よりも右側に多いという基本的な傾向は変わらないが、ピークの位置は近接する。









なお、2001 年と 2004 年の対数分散を比較すると、全産業では労働生産性で 0.283 から
0.327 へと＋ 0.045 ポイント、TFP で 0.273 から 0.310 へと＋ 0.037 ポイント企業間格差が
拡大している。製造業は労働生産性＋ 0.053 ポイント、TFP ＋ 0.042 ポイントと全産業よ
りも大きな格差拡大となっているが、小売業では労働生産性＋ 0.025 ポイント、TFP ＋
0.031 ポイント、サービス業では労働生産性＋ 0.011 ポイント、TFP ▲ 0.022 ポイントで、
製造業に比べてサービス産業の生産性格差拡大は小さい。
生産性の分布を直観的に見るため、TFP「水準」の密度分布（kernel density）を描いた
のが図 8、図 9 である。図 8 は、全産業の 2001 年と 2004 年の TFP の分布を比較したもの
であり、分布のピークが低くなるとともに裾野が拡大しており、全体として企業間の生産
性のばらつきが３年間に拡大していることが確認できる。




2004 年のサービス業の企業のうち 68 ％の企業は、TFP が製造業企業の中央値よりも高い




*33 ①は TFP が中央値未満の企業











*35 なお、図 12-1 8-
は製造業とサービス業の TFP 上昇率の分布を示したものだが、サービス業でも TFP 伸び
率が高い企業が多数存在することが確認できる。2001 年と 2004 年ともに存在するサービ
ス業の企業のうち 63 ％は、実質 TFP 伸び率が製造業企業の中央値を上回っている（労働



















TFP 「伸び率」 （対象は存続企業） について同様の要因分解を行った結果が図 15 及び図 16
である。全産業で見ても、製造業、非製造業別に見ても、TFP 伸び率の企業間格差の大部
分は産業内格差要因である。非製造業、流通業・サービス業はほぼ全てが同一業種内での
企業間での TFP 上昇率格差である。サービス産業における TFP 上昇率の企業間格差は業
種の多様性によるものではない。
前述の通り、2001 年から 2004 年の間に生産性の企業間格差は拡大している。TFP 格差





続する２年間（2001 年と 2002 年、2002 年と 2003 年、2003 年と 2004 年）の生産性の相





*38 既述の通り、 「企業活動基本調査」の対象企業の裾切りは従業者 50 人規模であり、 「参入効果」は
全く新規に事業を開始した企業の寄与だけでなく、新たにその規模に至った企業の寄与を含む。 「退出効
果」も同様である。
*39 Foster et al.[2001]の整理に依拠している。Fukao and Kwon[2006]、金・権・深尾[2007]と基本的に
同じ方法である。
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なお、 生産性の 「変化」 の相関係数 （2002 年－ 2001 年と 2003 年－ 2002 年、 2004 年－ 2003
年と 2003 年－ 2002 年）を計算すると、どの産業でも、労働生産性でも TFP でもマイナ









要因分解の方法にはいくつかのバリエーションがあるが、本稿では Baily, Hulten, and
Campbell[1992]型の分解方法と Griliches and Regev[1995]型の分解方法とを併用する。生
産性（労働生産性又は TFP）を p、企業のシェア（売上高割合）を s とする（添字の e は
企業、i は産業全体、0 は期首 t は期末を意味。C は存続企業、N は参入企業、X は退出企
業を表す）と、以下の通りである。
*39
〈Baily, Hulten, and Campbell[1992]型の分解〉
Δ Pit= Σ e ∈ Cse0 Δ pet + Σ e ∈ C(pe0 － Pi0)Δ set+ Σ e ∈ CΔ pet Δ set
+ Σ e ∈ Nset(pet － Pi0)－ Σ e ∈ Xse0(pe0 － Pi0)
ここで、第一項は存続企業の生産性上昇（within：内部効果） 、第二項は存続企業のう




Δ Pit = Σ e ∈ C se Δ pet + Σ e ∈ C (pe － pi)Δ set + Σ e ∈ N set(pet － Pi)－ Σ e ∈ X se0(pet-1 － Pi)*40 森川[1998]によると 1991 ～ 1994 年の３年間において細分類レベルで産業格付けの変更があった企














属する活動を行っている多角化企業を多数含むため、2001 ～ 2004 年の間に売上高の構成
が変化したことによって産業格付が変化した企業も少なくない。ちなみに、2001 年から
2004 年の間、存続企業は 22,577 社だが、このうち産業細分類（３ケタ分類）レベルで産
業格付けの変更があった（本業が変わった）企業は 4,678 社（20.7 ％） 、産業大分類（６















































（図 21。詳細は付表 9 参照） 。対象となる業種は、 「企業活動基本調査」が直接に調査対
象としている（当該事業を行う事業所を持つ企業が調査対象となる）細分類業種である。

















なお、労働生産性及び TFP の伸びを名目で見るか実質で見るかによって全業種での要*46 ただし、分析対象期間が 2001 ～ 2004 年という比較的短い期間だったため、名目と実質の違いが顕
著でなかった可能性はある。
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ずかながら過大に算出される（図 22 及び図 23） 。
ただし、各企業のシェアとして売上高シェアでなく労働者数シェアを用いた場合には、
内部効果がかなり小さくなるとともに、参入効果、再配分効果が全産業でもマイナスとな







































































している。 このため、 純粋にサービス業を営んでいる主体である事業所レベルでの分析 （例
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図１ 労働生産性水準・産業大分類別（2004 年）
図２ ＴＦＰ水準・産業大分類別（2004 年）






























全産業 製造業 電気・ガス・熱供給 卸売業 小売業 ｻｰﾋﾞｽ業
単純平均 加重平均（売上高ｳｴｲﾄ）-2 8-
図４ ＴＦＰの伸び・産業大分類別（2001 ～ 2004 年）
図５ 生産性水準の企業間格差（2004 年、対数分散）





































全産業 製造業 電気・ガス・熱供給 卸売業 小売業 ｻｰﾋﾞｽ業
単純平均 加重平均（売上高ｳｴｲﾄ）-2 9-
図７ 産業細分類で見たＴＦＰの企業間格差の例（2004 年、P90 － P10）
図８ 2001 年と 2004 年のＴＦＰ分布の比較
産業細分類でのＴＦＰ格差（2004年, P90-P10）




















































































全産業 製造業 電気・ガス・熱供給 卸売業 小売業 ｻｰﾋﾞｽ業
労働生産性（実質） TFP（実質）-3 1-
















































TFP growth density, 2001-2004-3 2-
図１５ ＴＦＰ伸び率の企業間格差の要因分解（2001 ～ 2004 年、企業数ベース）


























全産業 製造業 非製造業 流通業・ｻｰﾋﾞｽ業
産業内要因 産業間要因-3 3-
図１７ ＴＦＰの企業間格差拡大の要因分解（2001 ～ 2004 年、企業数ベース）
図１８ ＴＦＰの企業間格差拡大の要因分解（2001 ～ 2004 年、売上高加重ベース）































全産業 製造業 電力・ガス 卸売業 小売業 サービス業
within between entry exit-3 4-
図２０ ＴＦＰ上昇の要因分解・産業大分類別（2001 ～ 2004 年）









全産業 製造業 電力・ガス 卸売業 小売業 サービス業
within between entry exit
業種細分類でのTFP上昇要因分解（2001-2004年）













































売上高ｼｪｱ 正規・ﾊﾟｰﾄ区別なし 労働時間考慮せず 労働者数ｼｪｱ













売上高ｼｪｱ 正規・ﾊﾟｰﾄ区別なし 労働時間考慮せず 労働者数ｼｪｱ







全産業 -0.003  0.631 -0.044  0.303
製造業 0.003 0.621 -0.097  0.266
電気・ガス・熱供給 1.135 1.914 -0.001  0.223
卸売業 0.076 0.653 0.067 0.434
小売業 -0.213  0.041 -0.206  -0.100 
ｻｰﾋﾞｽ業 -0.009  0.885 0.089 0.421





全産業 0.071 0.131 0.070 0.124
製造業 0.125 0.173 0.101 0.131
電気・ガス・熱供給 0.031 0.092 0.050 0.088
卸売業 0.047 0.166 0.043 0.166
小売業 -0.013  -0.006  -0.007  0.001
ｻｰﾋﾞｽ業 0.020 -0.018  0.085 0.004










全産業 0.327 0.347 0.310 0.338
製造業 0.300 0.336 0.238 0.298
電気・ガス・熱供給 0.471 0.471 0.068 0.068
卸売業 0.252 0.252 0.311 0.311
小売業 0.209 0.209 0.237 0.237
ｻｰﾋﾞｽ業 0.480 0.481 0.517 0.522






全産業 1.285 1.341 1.298 1.377
製造業 1.299 1.389 1.114 1.292
電気・ガス・熱供給 1.768 1.768 0.634 0.634
卸売業 1.158 1.158 1.314 1.314
小売業 1.017 1.017 1.159 1.159
ｻｰﾋﾞｽ業 1.418 1.423 1.700 1.705







全産業 0.147 0.165 0.146 0.165
製造業 0.150 0.182 0.153 0.186
電気・ガス・熱供給 0.057 0.057 0.050 0.050
卸売業 0.116 0.118 0.126 0.128
小売業 0.117 0.118 0.117 0.118
ｻｰﾋﾞｽ業 0.205 0.207 0.180 0.182






全産業 0.697 0.783 0.719 0.797
製造業 0.722 0.866 0.736 0.876
電気・ガス・熱供給 0.533 0.533 0.507 0.507
卸売業 0.656 0.668 0.689 0.692
小売業 0.627 0.628 0.647 0.647
ｻｰﾋﾞｽ業 0.735 0.751 0.764 0.767












産業内格差要因 0.258 0.258 0.242 0.242
産業間格差要因 0.072 0.091 0.070 0.098
産業内格差要因 0.243 0.243 0.205 0.205
産業間格差要因 0.058 0.094 0.034 0.094
産業内格差要因 0.270 0.270 0.275 0.275
産業間格差要因 0.084 0.086 0.096 0.100
産業内格差要因 0.260 0.260 0.275 0.275











産業内格差要因 0.145 0.150 0.143 0.150
産業間格差要因 0.004 0.017 0.004 0.016
産業内格差要因 0.146 0.149 0.149 0.161
産業間格差要因 0.005 0.026 0.005 0.016
産業内格差要因 0.143 0.145 0.139 0.140
産業間格差要因 0.004 0.003 0.003 0.004
産業内格差要因 0.142 0.143 0.138 0.140











産業内格差要因 0.263 0.265 0.201 0.202
産業間格差要因 0.332 0.334 0.077 0.108
産業内格差要因 0.216 0.219 0.157 0.160
産業間格差要因 0.160 0.140 0.047 0.118
産業内格差要因 0.304 0.304 0.239 0.238
産業間格差要因 0.463 0.481 0.098 0.100
産業内格差要因 0.296 0.296 0.243 0.243











産業内格差要因 0.125 0.130 0.108 0.115
産業間格差要因 0.013 0.026 0.013 0.025
産業内格差要因 0.108 0.118 0.103 0.115
産業間格差要因 0.012 0.038 0.014 0.041
産業内格差要因 0.137 0.139 0.112 0.115
産業間格差要因 0.014 0.015 0.012 0.013
産業内格差要因 0.139 0.142 0.115 0.119






















因 産業内要因 産業間要因 （計）
労働生産性（名目） 0.003 0.032 0.008 0.043
労働生産性（実質） 0.003 0.032 0.027 0.062
ＴＦＰ（名目） -0.003  0.031 0.007 0.036
ＴＦＰ（実質） -0.003  0.031 0.032 0.060
【製造業】
シェア変化要
因 産業内要因 産業間要因 （計）
労働生産性（名目） -0.002  0.042 0.015 0.054
労働生産性（実質） -0.002  0.042 0.049 0.089
ＴＦＰ（名目） -0.000  0.030 0.013 0.043
ＴＦＰ（実質） -0.000  0.030 0.068 0.098
【非製造業】
シェア変化要
因 産業内要因 産業間要因 （計）
労働生産性（名目） 0.008 0.023 0.002 0.033
労働生産性（実質） 0.008 0.023 0.005 0.035
ＴＦＰ（名目） -0.007  0.032 0.003 0.028
ＴＦＰ（実質） -0.007  0.032 0.005 0.029
【うち流通業・ｻｰﾋﾞｽ業】
シェア変化要
因 産業内要因 産業間要因 （計）
労働生産性（名目） 0.005 0.019 0.002 0.027
労働生産性（実質） 0.005 0.019 0.003 0.027
ＴＦＰ（名目） -0.007  -0.001  0.003 -0.006 






因 産業内要因 産業間要因 （計）
労働生産性（名目） 0.035 0.030 0.011 0.076
労働生産性（実質） 0.035 0.031 0.018 0.084
ＴＦＰ（名目） 0.003 0.041 0.021 0.065
ＴＦＰ（実質） 0.003 0.042 0.046 0.091
【製造業】
シェア変化要
因 産業内要因 産業間要因 （計）
労働生産性（名目） 0.003 0.031 0.036 0.070
労働生産性（実質） 0.001 0.035 0.028 0.063
ＴＦＰ（名目） -0.000  0.022 0.007 0.029
ＴＦＰ（実質） -0.004  0.025 0.068 0.090
【非製造業】
シェア変化要
因 産業内要因 産業間要因 （計）
労働生産性（名目） 0.072 0.029 -0.007  0.093
労働生産性（実質） 0.072 0.029 0.011 0.113
ＴＦＰ（名目） 0.009 0.055 0.030 0.094
ＴＦＰ（実質） 0.010 0.054 0.030 0.094
【うち流通業・ｻｰﾋﾞｽ業】
シェア変化要
因 産業内要因 産業間要因 （計）
労働生産性（名目） 0.017 0.031 -0.002  0.047
労働生産性（実質） 0.017 0.031 0.002 0.050
ＴＦＰ（名目） 0.005 0.001 0.033 0.039




名目 実質 名目 実質
全業種 0.748 0.727 0.722 0.707
製造業 0.718 0.681 0.618 0.603
電気・ガス・熱供給 0.928 0.928 0.607 0.607
卸売業 0.741 0.738 0.763 0.762
小売業 0.679 0.679 0.712 0.711
ｻｰﾋﾞｽ業 0.784 0.783 0.811 0.812
その他 0.793 0.793 0.751 0.748
（2001年と2002年の生産性の相関）
名目 実質 名目 実質
全業種 0.841 0.839 0.832 0.832
製造業 0.811 0.807 0.755 0.758
電気・ガス・熱供給 0.977 0.977 0.854 0.854
卸売業 0.833 0.833 0.860 0.860
小売業 0.789 0.789 0.830 0.830
ｻｰﾋﾞｽ業 0.881 0.881 0.896 0.897
その他 0.871 0.869 0.844 0.841
（2002年と2003年の生産性の相関）
名目 実質 名目 実質
全業種 0.849 0.846 0.841 0.841
製造業 0.823 0.819 0.773 0.783
電気・ガス・熱供給 0.975 0.974 0.805 0.800
卸売業 0.833 0.833 0.859 0.859
小売業 0.799 0.799 0.836 0.836
ｻｰﾋﾞｽ業 0.888 0.888 0.900 0.900
その他 0.890 0.890 0.873 0.871
（2003年と2004年の生産性の相関）
名目 実質 名目 実質
全業種 0.834 0.835 0.827 0.832
製造業 0.833 0.835 0.783 0.806
電気・ガス・熱供給 0.961 0.960 0.820 0.815
卸売業 0.804 0.803 0.839 0.838
小売業 0.793 0.793 0.814 0.813
ｻｰﾋﾞｽ業 0.834 0.833 0.863 0.864










全業種 -0.256  -0.252 
製造業 -0.269  -0.260 
電気・ガス・熱供給 -0.163  -0.365 
卸売業 -0.194  -0.189 
小売業 -0.320  -0.285 
ｻｰﾋﾞｽ業 -0.234  -0.263 




全業種 -0.283  -0.270 
製造業 -0.247  -0.244 
電気・ガス・熱供給 -0.241  -0.211 
卸売業 -0.414  -0.375 
小売業 -0.295  -0.294 
ｻｰﾋﾞｽ業 -0.321  -0.294 





within between entry exit
全産業 0.092 0.004 0.010 0.025
製造業 0.139 0.015 0.000 0.017
電力・ガス 0.097 -0.008  -0.001  0.003
卸売業 0.117 0.006 -0.005  0.017
小売業 -0.012  0.003 0.000 0.009
サービス業 -0.039  -0.022  -0.050  0.027
TFP（実質）
within between entry exit
全産業 0.090 0.006 0.017 0.009
製造業 0.124 0.000 0.007 0.010
電力・ガス 0.086 0.001 -0.000  0.001
卸売業 0.123 0.010 0.025 0.006
小売業 -0.006  0.007 0.008 0.007
サービス業 -0.022  -0.007  -0.013  0.015
B-H-C型
労働生産性（実質）
within between cross entry exit
全産業 0.085 -0.005  0.013 0.018 0.019
製造業 0.131 0.004 0.015 0.007 0.012
電力・ガス・熱供給業 0.096 -0.009  0.003 -0.001  0.003
卸売業 0.112 0.002 0.009 0.002 0.009
小売業 -0.022  -0.006  0.020 0.000 0.009
サービス業 -0.048  -0.023  0.018 -0.059  0.032
TFP（実質）
within between cross entry exit
全産業 0.085 -0.001  0.011 0.024 0.004
製造業 0.118 -0.007  0.011 0.012 0.006
電力・ガス・熱供給業 0.085 -0.000  0.002 -0.000  0.001
卸売業 0.117 0.005 0.011 0.033 -0.004 
小売業 -0.013  -0.000  0.014 0.009 0.006




391 ｿﾌﾄｳｴｱ業 0.004 -0.007  -0.001  0.000
392 情報処理ｻｰﾋﾞｽ業 0.050 -0.007  0.004 0.000
401 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ付随ｻｰﾋﾞｽ 0.103 -0.036  -0.004  0.004
411 映画・ﾋﾞﾃﾞｵ制作業 0.030 -0.010  0.006 0.013
413 新聞業 -0.051  0.002 -0.003  0.003
414 出版業 0.072 -0.002  -0.014  0.000
701 一般飲食店 -0.047  0.010 -0.008  -0.008 
774 ﾌｨｯﾄﾈｽ･ｶﾙﾁｬｰｾﾝﾀｰ 0.162 0.003 -0.009  0.034
806 ﾃﾞｻﾞｲﾝ業 0.040 -0.026  0.055 0.000
809 ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ業 0.014 0.014 0.031 -0.006 
836 冠婚葬祭業 -0.023  -0.008  0.030 0.118
839 写真現像・焼付業 0.104 0.027 -0.009  0.075
843 ｺﾞﾙﾌ場 0.001 0.002 -0.011  0.095
845 遊園地・ﾃｰﾏﾊﾟｰｸ 0.080 0.019 -0.230  0.025
871 機械修理業 0.085 -0.014  -0.019  0.003
882 産業用機械器具賃貸業 -0.310  -0.019  -0.029  -0.001 
883 事務用機械器具賃貸業 -0.243  -0.011  0.047 0.018
884 自動車賃貸業 -0.134  -0.013  0.003 -0.006 
885 ｽﾎﾟｰﾂ・娯楽用品賃貸業 0.468 0.000 0.000 0.000
888 その他の物品賃貸業 -0.223  -0.033  -0.155  -0.077 
891 広告業 0.047 -0.015  0.011 0.002
909 ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ業 0.039 -0.041  0.185 0.023
（小売業）
560 繊維・衣服等小売業 0.011 0.009 0.012 0.002
570 飲食料品小売業 -0.026  -0.001  0.005 0.009
580 自動車・自転車小売業 -0.026  -0.009  0.006 -0.000 
591 家具・建具等小売業 0.014 0.008 0.004 0.009
592 家庭用機械器具小売業 0.104 0.082 0.030 0.031
601 医薬品・化粧品小売業 0.003 0.008 0.029 -0.008 
603 燃料小売業 -0.034  -0.003  0.013 -0.001 
609 その他の小売業 -0.019  0.007 -0.005  0.001
（参考：卸売業の例）
501 繊維品卸売業 0.083 0.050 -0.013  0.018
512 食料・飲料卸売業 0.019 0.001 0.048 0.026
531 一般機械器具卸売業 0.156 0.003 0.024 0.028
532 自動車卸売業 0.076 -0.012  0.026 -0.008 
533 電気機械器具卸売業 0.234 0.003 0.010 -0.007 
542 医薬品・化粧品等卸売業 0.084 0.002 -0.043  0.024
（参考：製造業の例）
175 医薬品製造業 0.076 0.005 -0.006  0.005
231 銑鉄･粗鋼・鋼材製造業 0.226 0.013 0.011 0.010
263 事務用・ｻｰﾋﾞｽ用機械製造業 0.052 0.056 0.023 0.039
272 民生用電気機械器具製造業 0.645 0.002 -0.006  0.011
291 電子部品・ﾃﾞﾊﾞｲｽ製造業 0.280 -0.027  0.000 0.006
301 自動車・同付属品製造業 -0.040  0.007 -0.011  0.005





within between entry exit
全産業 0.054 0.008 0.014 0.008
製造業 0.052 0.006 -0.001  0.008
電力・ガス -0.011  0.001 -0.001  0.001
卸売業 0.112 0.010 0.025 0.005
小売業 -0.006  0.007 0.008 0.007
サービス業 -0.048  -0.006  -0.016  0.013
G-R型
TFP（実質）
within between entry exit
全産業 0.090 0.006 0.017 0.009
製造業 0.124 0.000 0.007 0.010
電力・ガス 0.086 0.001 -0.000  0.001
卸売業 0.123 0.010 0.025 0.006
小売業 -0.006  0.007 0.008 0.007
サービス業 -0.022  -0.007  -0.013  0.015
B-H-C型
ＴＦＰ（名目）
within between cross entry exit
全産業 0.046 -0.000  0.014 0.018 0.004
製造業 0.042 -0.005  0.020 0.002 0.006
電力・ガス -0.012  -0.000  0.002 -0.001  0.001
卸売業 0.107 0.005 0.010 0.033 -0.004 
小売業 -0.013  -0.000  0.014 0.009 0.006
サービス業 -0.055  -0.009  0.013 -0.021  0.016
B-H-C型
TFP（実質）
within between cross entry exit
全産業 0.085 -0.001  0.011 0.024 0.004
製造業 0.118 -0.007  0.011 0.012 0.006
電力・ガス 0.085 -0.000  0.002 -0.000  0.001
卸売業 0.117 0.005 0.011 0.033 -0.004 
小売業 -0.013  -0.000  0.014 0.009 0.006





within between entry exit
売上高ｼｪｱ 0.092 0.004 0.010 0.025
正規・ﾊﾟｰﾄ区別なし 0.108 0.004 0.011 0.025
労働時間考慮せず 0.104 0.005 0.011 0.026
労働者数ｼｪｱ 0.053 -0.017  -0.025  0.024
ＴＦＰ（実質）
within between entry exit
売上高ｼｪｱ 0.090 0.006 0.017 0.009
正規・ﾊﾟｰﾄ区別なし 0.103 0.006 0.018 0.009
労働時間考慮せず 0.099 0.006 0.018 0.010
労働者数ｼｪｱ 0.052 -0.007  -0.005  0.015
B-H-C型
労働生産性（実質）
within between cross entry exit
売上高ｼｪｱ 0.085 -0.005  0.013 0.018 0.019
正規・ﾊﾟｰﾄ区別なし 0.102 -0.005  0.013 0.020 0.018
労働時間考慮せず 0.097 -0.004  0.013 0.019 0.020
労働者数ｼｪｱ 0.073 0.003 -0.040  -0.022  0.022
ＴＦＰ（実質）
within between cross entry exit
売上高ｼｪｱ 0.085 -0.001  0.011 0.024 0.004
正規・ﾊﾟｰﾄ区別なし 0.098 -0.001  0.010 0.026 0.003
労働時間考慮せず 0.094 -0.001  0.011 0.025 0.004
労働者数ｼｪｱ 0.066 0.006 -0.029  -0.001  0.012